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当中間期におけるわが国の経済は、企業収益や雇用情
勢が改善し、設備投資や個人消費も持ち直しの動きが見
られ、海外においても景気の緩やかな回復が続きまし

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配
を賜り、厚く御礼申し上げます。
　このたび、第71期中間期（2017年４月１日から2017
年９月30日まで）の報告書をお届けしますので、ご高覧
のほどお願い申し上げます。

株主の皆様には、より一層のご指導ご鞭撻を賜ります
ようお願い申し上げます。

代表取締役社長

水野　象司

169,875百万円
売上高

（単位：百万円）■ 中間　■ 通期

2016/3 2017/3

２７０，６９８

127,741
169,875147,803

2018/3

326,000
279,571

1,753百万円
営業利益

（単位：百万円）■ 中間　■ 通期

2016/3 2017/3 2018/3

２，８８３

△435

1,415

3,212

4,500

1,753

た。また株式市場も国内や米国を中心に堅調な推移が見
られました。

当社グループが属するエレクトロニクス業界におき
ましては、データセンター用サーバーや自動車向けが堅
調に推移し、ゲーム機やAVなどの民生機器も回復が進
みました。またこれらの機器に搭載されるDRAMや
NANDフラッシュなどのメモリ製品や、半導体製造装置
も需要の増加が続きました。

こうした状況のもと、当中間期における当社グループ

当中間期の事業概況を聞かせてください。

売上高は前年同期比33.0％増加し、
169,875百万円となりました。

POINT

A1

Q1

1

株主の皆様へ　To Our Shareholders



当期の売上高は、通信機器向け半導体の大幅な増加お
よびゲーム機や産業機器向けでも需要増を見込み、前期
比20.4％増の326,000百万円となる見通しです。利益

▪当期の見通し� （単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に

帰属する
当期純利益

前期実績
（2017年3月期） 270,698 2,883 2,651 1,650

当期予想
（2018年3月期） 326,000 4,500 4,000 2,050

増減 +55,302 +1,617 +1,349 +400

（単位：百万円）■ 中間　■ 通期

2016/3 2017/3 2018/3

2,651

△194

1,492 1,314

3,321
4,000

1,314百万円
経常利益

（単位：百万円）■ 中間　■ 通期

2016/3 2017/3 2018/3

1,650

△379

827
390

1,810 2,050

390百万円
親会社株主に帰属する四半期純利益

の売上高は、前年同期比33.0％増の169,875百万円と
なりました。利益面では売上の増加に加え、販売費及び
一般管理費の削減に努めたことにより、営業利益は
1,753百万円（前年同期は435百万円の営業損失）、経常
利益は1,314百万円（前年同期は194百万円の経常損
失）、親会社株主に帰属する四半期純利益は390百万円

（前年同期は379百万円の親会社株主に帰属する四半期
純損失）となりました。

面では、営業利益は前期比56.1％増の4,500百万円、経
常利益は前期比50.9％増の4,000百万円、親会社株主に
帰属する当期純利益は前期比24.2％増の2,050百万円
となる見通しです。

※  2017年５月９日に公表しました業績予想を修正いたしました。詳細につきま
しては、当社ホームページにて2017年10月31日付で開示しました「第２四半
期業績予想と実績との差異および通期業績予想の修正ならびに配当予想の修正
に関するお知らせ」をご参照ください。

当期の見通しをどのように考えていま
すか？

売上高は前期比20.4％増の、
326,000百万円を予想しています。
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株主の皆様への利益配分につきましては、継続的な利
益還元を基本としたうえで、業績に応じより積極的に利
益還元を行うよう業績連動型の配当方式を採用し、配当
性向を重視して決定しております。配当額は、連結配当
性向30％以上を目安として決定していく方針です。

当中間期の配当につきましては、１株当たり10円とい
たしました。なお、期末配当につきましては１株当たり
５円の設立70周年記念配当を実施することとし、普通配
当15円と合わせて１株当たり20円とする予定です。

ションと捉え、商材の拡充やソリューションの強化に取
り組んでいます。成長市場での事業強化としては、IoTへ
の取り組みを強化し、Afero社のIoTプラットフォームや
MC10社のバイオセンサーなどユニークな新規商材と、
当社オリジナルのセンサーモジュールやマイコン等を
組み合わせたソリューションの提案を推進し、新たな市
場を開拓しています。

システム事業では、昨年度に過去最高水準の営業利益
を記録しましたが、今年度上期につきましても収益性の
高いビジネス展開により前年同期を上回る利益を達成
できました。情報通信機器では、東京オリンピックに向
けて拡大が見込まれる通信インフラ市場に対して、タイ
ムサーバー等の機器販売を推進しています。また、５Gの
インフラ構築支援など、コンサルテーション業務を本格
的に開始し、事業拡大に取り組んでいます。航空宇宙機
器では、新たに人工衛星用の太陽電池パネルの販売を手
掛けるなど、商品ラインナップの拡充にも取り組んでい
ます。

中期経営計画の達成に向けて、デバイス事業、システ
ム事業それぞれの重点施策を着実に実行し、今後も積極
果敢に経営を推進してまいります。

配当金について教えてください。Q3

中期経営計画の進捗について教えてく
ださい。

基本方針として、「業界再編のキャッチ
アップ」「イノベーションへの積極投資
による新規事業創造」「資本効率の向上」
を掲げ、経営指標としてはROE8％以上
を目指し、積極果敢に経営を推進してい
ます。

POINT

A4

Q4

当中間期の配当金は10円とし、当期の
年間配当金は、記念配当を含め30円を
予定しています。

POINT

A3

業界再編の
キャッチアップ

イノベーションへの
積極投資による
新規事業創造

資本効率の向上

3つの基本方針

経営指標

ROE 8%以上達成デバイス事業では、売上は大幅に増加、新規案件発掘
数も前年同期並みを確保することができました。また
ベースビジネスの強化として、自動車・産業機器市場に
特に注力しています。自動車市場では運転支援やネット
ワーク接続、EV・HEV等を注力すべき車載アプリケー
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▪事業の動向
　システム事業は、産業機器向けの半導体レーザや組込み用コ
ンピュータの需要が堅調で、人工衛星向け高信頼性部品やレー
ザ微細加工装置も増加しましたが、前年同期に好調であった電
子部品組立検査装置の反動減および医用機器の需要減で売上が
減少しました。その結果、売上高は前年同期比12.1％減の
19,513百万円となりましたが、セグメント利益は売上総利益率
の改善により、前年同期比42.8%増の790百万円となりました。 

レーザ機器 15%

科学機器 2%

航空宇宙機器 10%

医用機器 
33%

試験計測機器 
40%

（単位：百万円）

2015/9 2016/9

18,203

2017/9

22,205
19,513

▪売上高実績

売上高 150,361百万円（前年同期比 42.5%増） 売上高 19,513百万円（前年同期比 12.1%減）

セグメント利益 968百万円 セグメント利益 790百万円

デバイス事業 システム事業

▪事業の動向
　デバイス事業は、NXPセミコンダクターズ社との代理店契約
解消による減収があったものの、通信機器向け半導体の需要が
大幅に増加し、産業機器向けやゲーム機向けでも販売が増加し
ました。その結果、売上高は前年同期比42.5％増の150,361百
万円、セグメント利益は968百万円（前年同期は983百万円のセ
グメント損失）となりました。

（単位：百万円）

2015/9 2016/9

129,599

2017/9

105,536

150,361

メモリーIC 8%

マイクロプロセッサ 4%

特定用途IC
57%

電子部品 5%

アナログIC
21%

標準ロジック 1%

カスタムIC 4%

88.5％

11.5％

売上高
構成比

▪売上高実績

▪品目別売上高 ▪品目別売上高

▪主要取扱商品
半導体（アナログIC、標準ロジックIC、メモリーIC、マイクロプロ
セッサ、特定用途IC、カスタムIC）、電子部品（ディスプレイパネル、
タッチパネル、水晶振動子、コネクタ、プリント基板、モジュール等）

▪主要取扱商品

航空宇宙機器、試験計測機器、科学機器、レーザ機器、医用
機器
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　当社デバイス事業の施策の１つ「新規商材の事業化推進」の一環として、FINsix社の超小型ACア
ダプタ“DART”の一般販売を10月よりamazonを通じて開始しました。
 “DART”は重さ・大きさが従来のACアダプタと比べて４分の１程度で、さらに主要なPCメーカー
との互換性も確保できるといった特長があり、売れ行きは順調です。スタイリッシュな“DART”は、
皆様にスマートな生活を提供する革新的なアイテムとなることでしょう。

　現在、M2M・IoT等のエレクトロニクス機器間のネットワー
ク化や、東京オリンピック・パラリンピックの開催に向けて、第
５世代移動通信システム（５G）の準備が本格化しています。
　当社は６月に開催されたInterop Tokyo 2017に出展し、
IoTや５Gで必要とされる様々なネットワーク要件に対して、
RF品質測定や大容量・低遅延化ネットワークにおける光トラ
ンシーバ、高精度時刻同期システム、測位衛星技術等のデモ展
示を行いました。またあわせて、各分野の最先端技術・市場動向
を紹介するセミナーを実施しました。
　当社は、世界中の各市場・技術におけるリーディングカンパ
ニーのネットワーク関連機器を幅広くラインナップに揃えて
います。IoTや５Gをはじめ、お客様からの様々な要望に応え、
情報通信ネットワークの発展へ貢献していきます。

展示会「Interop Tokyo 2017」に出展
情報通信関連機器を幅広く紹介

　超小型ACアダプタ“DART” amazonでの販売を開始WATCH!!

次世代パワーデバイスメーカー
「GaN Systems社」と代理店契約を締結

　当社はカナダGaN Systems Inc.（以下GaN Systems社）
と販売代理店契約を締結し、次世代パワーデバイスである同
社のGaNパワーデバイスの販売を開始しました。
　近年、電子機器の電源には、非常に高い省エネ性能や超小型
化のほか、高電圧で大電力の処理が要求されることもありま
す。従来のSiパワーデバイスでは性能的な限界で対応が難し
く、次世代の半導体材料であるGaN（窒化ガリウム）を使用し
たGaNパワーデバイスが注目されています。GaN Systems
社は、その次世代の半導体を高品質かつ安定して供給できる
GaNデバイスのリーディングカンパニーです。
　当社は、これまで様々な機器の電源向けに、パワーデバイス
を含む各種半導体や電子部品を技術サポートとあわせて提供
し、豊富なノウハウを蓄積してきました。今回、同社の次世代
GaNパワーデバイスをラインカードに加えたことで、お客様
の要求する省エネ化や機器の小型化に対し、最適な電源ソ
リューションを提供していきます。

GaN Systems社パワーデバイスの GaNPX®パッケージ

展示会出展の様子　当社ブース（左）、セミナーの様子（右）

超小型ACアダプタ“DART”
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「丸文」のデバイス事業・システム事業について紹介します。

　デバイス事業では、主に集積回路（IC）などの各種半導体や、電子部品を中心に
取り扱っています。
　これらの各種半導体や電子部品は、私たちの身近にある様々な製品に使用さ
れています。例えば、パソコン、通信機器、テレビや自動車のADAS（先進運転支
援システム）など、快適で便利な暮らしを支えています。
　当社は1965年、日本に初めて集積回路を輸入・販売し、日本のエレクトロニ
クス産業に大きく貢献しました。以降、国内外のトップメーカーの各種半導体や
電子部品を幅広く取り扱うことで、お客様の設計・開発サポートや、世界規模で
の製品調達機能を果たし、各分野での技術の発展に大きく寄与しています。また、
現在も世界各地で最新テクノロジーによるユニークな商材の発掘に注力し、
お客様へ紹介しています。

　システム事業では、高精度な微細加工・溶接等に利用されるレーザ機器や、人
工衛星に搭載される航空宇宙機器、各種計測機器・センサー、検査装置など、幅広
い分野で時代の中核を担うエレクトロニクス機器を取り扱っています。これら
は、製造ラインに組み込まれたり、研究・開発に利用されたり様々な分野で活躍
しています。
　当社は1952年、Rocke International, Inc社と代理店契約を締結し、米国製
電子機器の輸入、販売を開始しました。以降、お客様の個々のニーズを把握して
きめ細かい活動を展開し、導入前のコンサルテーションから、システム提案、据
付、操作トレーニング、技術サポートに至るまで、グループ企業一体となった
サービスをお客様に提供しています。また、お客様のニーズに合う商品を、情報
網を駆使して発掘し、他の商品と組み合わせてシステム化するなど、技術志向商
社ならではの活動を展開しています。

豆丸 文 知の 識

デ
バ
イ
ス
事
業

シ
ス
テ
ム
事
業

丸文グループの
機能

丸文グループの
機能

幅広い品揃え幅広い品揃え

テクニカル
サポート
テクニカル
サポート

情報収集・
マーケティング
情報収集・
マーケティング

物流管理物流管理

顧
　客

仕
入
先

グローバルサポート

コンサルテーションコンサルテーション

開発協力開発協力

ソリューション提供ソリューション提供
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◦連結貸借対照表（要旨） （単位：百万円）

前期末（2017年3月31日） 当中間期末（2017年9月30日） 前期末（2017年3月31日） 当中間期末（2017年9月30日）

資産合計

125,984
資産合計

144,773
負債純資産合計

125,984
負債純資産合計

144,773

固定資産
12,273

固定資産
12,263

流動資産

113,711
流動資産

132,509

純資産

47,550
純資産

47,406

78,434
負債 負債

97,367

有形固定資産

3,549
無形固定資産

1,148
投資その他の資産

7,575

有形固定資産

3,523
無形固定資産

1,407
投資その他の資産

7,332

株主資本

40,143
その他の

包括利益累計額
その他の
包括利益累計額

1,563

流動負債

67,272
固定負債

11,161

非支配株主持分

5,843

株主資本

40,171

1,427

流動負債

86,334
固定負債

11,032

非支配株主持分

5,807

現金及び預金

12,584

商品及び製品

33,094
その他

9,934

受取手形及び
売掛金

73,640

現金及び預金

15,840
受取手形及び
売掛金
59,635
商品及び製品

29,385
その他

12,105

▪ 資産について
資産合計は、主に「受取手形及び売掛金」、

「商品及び製品」、「現金及び預金」などの
流動資産が18,798百万円増加したこと
により、前期末に比べ18,789百万円増加
しました。

▪ 負債について
負債合計は、主に「短期借入金」や「支払
手形及び買掛金」などの流動負債が
19,061百万円増加したことにより、前期
末に比べ18,932百万円増加しました。

▪ 純資産について
純資産合計は、主に「その他有価証券評
価差額金」が増加した一方で、「為替換算
調整勘定」が減少したことにより、前期末
に比べ143百万円減少しました。
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◦連結損益計算書（要旨） （単位：百万円）

前中間期（2016年4月1日～2016年9月30日） 当中間期（2017年4月1日～2017年9月30日）

売上高

127,741

売上総利益

8,333

営業損失

435

売上高

169,875 売上
総利益

10,272

経常損失

194

379

親会社株主に
帰属する

四半期純損失

売上原価

159,603

販売費及び一般管理費

8,518

営業利益

1,753

経常利益

1,314

特別利益

0 親会社株主に
帰属する

四半期純利益

390
営業外収益
319

特別損失
211

営業外費用

757

非支配株主に
帰属する

四半期純利益

246

法人税等

467

◦連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （単位：百万円）

当中間期（2017年4月1日～2017年9月30日）

現金及び
現金同等物の
四半期末残高
15,489

現金及び
現金同等物に

係る
換算差額
△19

連結除外に
伴う現金及び
現金同等物の
減少額
△43

営業活動による
キャッシュ・フロー
△12,672

現金及び
現金同等物の
期首残高
12,216

財務活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

16,564

△557

丸文 IR 検索より詳しい財務情報は、丸文投資家情報サイトへ http://www.marubun.co.jp/ir/

▪ 財務活動によるキャッシュ・フロー
主に短期借入金の増加により、財務活動の結果得られた資
金は16,564百万円（前年同期は5,143百万円の収入）とな
りました。

▪ 営業活動によるキャッシュ・フロー
主に売上債権や棚卸資産の増加により、営業活動の結果使
用した資金は12,672百万円（前年同期は6,505百万円の
支出）となりました。

▪ 投資活動によるキャッシュ・フロー
主に無形固定資産の取得により、投資活動の結果使用した
資金は557百万円（前年同期は607百万円の支出）となり
ました。
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▪所有者別の分布状況

26名 4,074千株
金融機関 14.53％
1名 1,915千株
自己名義株式 6.83％
30名 372千株
金融商品取引業者 1.33％

88名 5,368千株
外国法人等 19.14％

57名 5,946千株57名 5,946千株
その他の法人 21.20％

4,431名

4,229名 10,373千株
個人・その他 36.98％

▪所有株数別の分布状況

669千株 2,751名
100-999株 2.39％

2,999千株
1,257名

1,000-9,999株
10.69％

5千株 241名
１-99株 0.02％

3,752千株
147名

10,000-99,999株
13.38％

20,623千株
35名

100,000株以上
73.52％
100,000株以上
73.52％

28,051千株

会社名 丸文株式会社
（英文名称 MARUBUN CORPORATION）

所在地 〒103-8577
東京都中央区日本橋大伝馬町8-1

代表者 代表取締役社長　水野　象司

設　立 1947年（昭和22年）7月1日

創　業 1844年（弘化元年）

資本金 6,214,500,000円

従業員（単体） 729名（2017年4月1日現在）

発行可能株式総数 100,000,000株
発行済株式総数 28,051,200株
1単元の株式数 100株
株主数 4,431名

▪株式の状況

株主名 持株数 持株比率
（千株） （%）

ARROW ELECTRONICS, INC. 590000 2,350 8.38

一般財団法人丸文財団 2,304 8.21

堀越　毅一 2,101 7.49

丸文株式会社 1,915 6.83

株式会社千葉パブリックゴルフコース 1,399 4.99

合同会社堀越 800 2.85

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 782 2.79

堀越　裕史 766 2.73

堀越　浩司 732 2.61

堀越　百子 602 2.15

▪大株主

▪会社概要

▪役員
代表取締役社長 水 野 象 司 社 外 取 締 役

監 査 等 委 員 渡 邉 泰 彦
代 表 取 締 役
副 社 長 岩 元 一 明 社 外 取 締 役

監 査 等 委 員 本 郷 　 尚

常 務 取 締 役 藤 野　 聡 社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 茂木義三郎

取 締 役 飯 野 　 亨 名 誉 会 長 堀 越 毅 一
取 締 役 小 松 康 夫
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本社

▪国内拠点
本社
中部支社
関西支社
大宮支店
立川支店
北陸営業所
長野営業所
三島サテライトオフィス
広島サテライトオフィス
九州サテライトオフィス
宇都宮カーエレクトロニクスオフィス
南砂テクニカルセンター
東日本物流センター
南砂物流センター

Marubun/Arrow USA, LLC
( 本社：サンタクララ )

Marubun USA Corporation

Marubun/Arrow (Shanghai) Co., Ltd.
( 中国・上海 )

KTL Corporation Europe Branch
（オランダ・アムステルダム）

Marubun/Arrow (Shenzhen) Electronic
Product Consulting Co., Ltd. ( 中国・深セン )

Marubun/Arrow (HK) Ltd. 
( 中国・香港 )

Marubun Arrow (Thailand) Co., Ltd.
( タイ・バンコク )

Marubun Arrow (M) SDN BHD.
( マレーシア・ペナン )

マレーシア・クアラルンプール

Marubun/Arrow (S) Pte Ltd. 
( シンガポール )

Marubun Semicon (S) Pte. Ltd. 
( シンガポール )

中国・大連

丸文株式会社

丸文株式会社 Marubun/Arrow USA, LLC. その他Marubun/Arrow Asia, Ltd.

Marubun/Arrow Asia, Ltd.

Marubun Taiwan, Inc.
( 台湾・台北 )

Marubun/Arrow (Phils) Inc. 
( フィリピン・ラグーナ )

Marubun Semicon (H.K.) Ltd.
( 中国・香港 )

PT. Marubun Arrow Indonesia
( インドネシア )

シカゴ

ダラス

デンバー
デトロイト

リノ

アトランタサンディエゴ

オレンジカウンティ

グアダラハラ

Marubun-Arrow Mexico, 
S. de R.L. de C.V.
（本社：メキシコシティ）

▪グローバル・ネットワーク

▪主なグループ会社
《国　内》

丸文通商株式会社
丸文セミコン株式会社
丸文ウエスト株式会社
株式会社フォーサイトテクノ
株式会社北信理化
株式会社ケィティーエル

《海　外》
Marubun USA Corporation
Marubun Taiwan, Inc.
Marubun Semicon (H.K.) Ltd.
Marubun Semicon (S) Pte. Ltd.
Marubun/Arrow Asia, Ltd.
Marubun/Arrow (S) Pte Ltd.
Marubun/Arrow (HK) Ltd.
Marubun Arrow (Thailand) Co., Ltd.
Marubun/Arrow (Phils) Inc.
Marubun/Arrow (Shanghai) Co., Ltd.
Marubun Arrow (M) SDN BHD.
Marubun/Arrow (Shenzhen) Electronic 
Product Consulting Co., Ltd.
PT. Marubun Arrow Indonesia
Marubun/Arrow USA, LLC
Marubun-Arrow Mexico, S. de R.L. de C.V.
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証券コード ： 7537

株主様へのご報告
2017年4月1日～2017年9月30日

c o n t e n t s
株主の皆様へ 1
セグメント別事業の概況 4
トピックス 5
丸文の豆知識  6
～2つの事業セグメントについて～
連結財務諸表 7
株式の状況／会社の概要 9
株主メモ 裏表紙

株主通信
第71期

中間

 IR情報メール配信登録のご案内
投資家の皆様に当社の情報を迅速にお届けするため、IRに
関するプレスリリースやコンテンツの更新を行った際に電
子メールにてお知らせいたします。
ご登録は、当社ホームページにて承っております。
http://www.marubun.co.jp/ir/irreg1.html

▪株主メモ

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月に開催
基 準 日 定時株主総会、期末配当：毎年3月31日

中間配当：毎年9月30日
公 告 の 方 法 電子公告により行う

公告掲載URL http://www.marubun.co.jp/
（ただし、電子公告によることができない事故、
その他のやむを得ない事由が生じた時には、日
本経済新聞に公告いたします。）

株主名簿管理人
（特別口座管理機関） 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
電話　0120-232-711（通話料無料）
郵送先　〒137-8081
　　　　新東京郵便局私書箱第29号
　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

（注）  株主名簿管理人および特別口座の口座管理機関の事務拠点の移
転に伴い2017年8月14日付にて上記のとおり変更しております。

【ご注意】
⑴   株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続き

につきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証
券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている
証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託
銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

⑵   特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきまして
は、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上
記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せくだ
さい。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店でもお取次ぎいたします。

⑶   未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支
払いいたします。

   単元未満株式保有の株主様へ
  　単元未満株式（100株未満の株式）の買取りにかかる手
数料を無料としています。是非ご利用ください。

単元未満株式の
買取制度

市場で売却できない単元未満の株式を
当社が市場価格で買取りする制度です。

   証券会社にお預けではない株式について
  　ご所有株式は、「特別口座」で管理されています。特別
口座では株式を市場で売買できないなどの制約があります
ので、証券会社の口座へ移されることをお奨めいたします。

「特別口座」から証券会社の口座への振替方法に
つきましては、以下の手順にて、振替が可能です。
①   証券会社に株主様ご名義の口座を開設
② 三菱UFJ信託銀行に振替申請
　（電話　0120-232-711〈通話料無料〉）
③ 三菱UFJ信託銀行が振替処理

  　なお、詳しいお手続き等は、左記の特別口座管理機関（三
菱UFJ信託銀行）にお問合せください。

三菱UFJ
信託銀行

① 証券口座開設手続き

② 特別口座
　 からの振替申請

③ 振替
株 

主 

様

証
券
会
社

   買取制度の例（150株ご所有の場合）

150株
100株
（単元株式）

50株
（単元未満株式）

50株
当社が買取

買取請求
をご利用

単元株式

100株に

お問合せ先 口座を開設されている証券会社等
※  特別口座の場合は、三菱UFJ信託銀行


